
社会福祉法人奥州いさわ会 

障がい支援事業部門情報セキュリティー基本方針 

1. 目的 

社会福祉法人奥州いさわ会障がい支援事業部門（以下、当部門）は、利用者の皆様が 

地域社会において安心して自立した生活を営むことができるよう支援しています。 

 当部門の事業活動において取り扱う利用者様やご家族の個人情報、および当法人の情 

報資産を様々な脅威から保護することは、福祉サービスを提供する事業者としての最重 

要課題であり、社会的責任であると認識しています。 

ここに「情報セキュリティー基本方針」を定め、すべての職員が一体となって情報セ 

キュリティー対策に取り組み、安全・安心な信頼される福祉サービスの継続に努めます。 

2. 適用範囲 

本方針は、当部門のすべての施設（就労継続支援Ｂ型事業所、生活介護事業所、相談 

支援センター、グループホーム等）に勤務するすべての職員、および当部門が所有する 

すべての情報資産を対象とします。 

3. 経営者の責任 

経営陣および当部門の責任者は、情報セキュリティーの重要性を深く認識し、主導し 

て情報セキュリティー体制を確立します。適切な対策を実施するための必要な資源を提 

供し、継続的な改善を支援します。 

4. 法令・規範の遵守 

当部門は、情報セキュリティーに関する法令、国家が定める指針、その他の規範（個 

人情報保護法、厚生労働省の「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等 

を含む福祉・医療分野のガイドライン）を遵守します。 

5. 職員の義務と教育 

当部門に勤務するすべての職員は、本方針および関連する規定を遵守し、利用者様の 

プライバシーと尊厳を守る義務を負います。情報セキュリティー意識の維持・向上を図 

るため、定期的な教育・研修を実施します。 

6. 事故への対応と継続的改善 

万が一、情報漏洩やウイルス感染などのセキュリティー事故が発生、またはその予兆 

が認められた場合は、速やかに原因を究明し、被害を最小限に抑える体制を整えます。 

また、再発防止策を講じるとともに、環境の変化や新たな脅威に対応するため、本方 

針およびセキュリティー体制を定期的に見直し、継続的な改善を図ります。 
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